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本日の話の関連書籍

『ステップ・アップ学校組織マネジメント』
（第一法規 ＞ 書籍・商品検索）http://www.daiichihoki.co.jp/dh/product/022491.html

日本スクールビジネス研究会編『学校マネジメント研修テキ
スト４ 学校経営』学事出版、2012年7月。

新潟県教育総合研究センター編『競争より支援 学力トップ
上海の教育』時事通信社、2012年7月。

（オンデマンドブックレット ＞ 教育）http://jijipress-shop.com/SHOP/39370/257361/list.html

木岡一明編『学校マネジメント研修テキスト６ 教育改革を
めぐる重要課題』学事出版、2013年7月。

3

はじめに ～教員免許更新制～
その時々で教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に（10
年毎。当面35・45・55歳）最新の知識技能を身に付けることで、教員が
自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることを目指
すもの

（2008年試行、2009年より実施）

【必修領域】一 教職についての省察並びに子どもの変
化、教育政策の動向及び学校の内外における連携協力
についての理解に関する事項（１２時間以上）
各種資料は：免許状更新講習の内容に関するリンク集
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/koushin/08072910.htm

【選択領域】二 教科指導、生徒指導その他教育の充実
に関する事項（18時間以上）
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必修事項１「教職についての省察」

（以下、細目、記号（a～v）、含めるべき内容・留意
事項）

学校を巡る近年の状況の変化
a客観的・具体的材料（各種報道・世論調査・統計
等）の適切な利用

教員としての子ども観、教育観等についての省察
ｂ子ども観、教育観等についての省察
ｃ教育的愛情、倫理観、遵法精神その他教員に対
する社会的要請の強い事柄
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必修事項２

「子どもの変化についての理解」
子どもの発達に関する脳科学、心理学等における最
新の知見（特別支援教育に関するものを含む。）
ｄ子どもの発達に関する、脳科学、心理学等の最
新知見に基づく内容
ｅ特別支援教育に関する新たな課題（LD、ADHD等）

子どもの生活の変化を踏まえた課題
次のうち１以上〔ｆ居場所づくりを意識した集団形成

ｇ多様化に応じた学級づくりと学級担任の役割

ｈ生活習慣の変化を踏まえた生徒指導
ｉ 社会的・経済的環境の変化に応じたキャリア教育

ｊ その他の課題〕
ｋカウンセリングマインドの必要性66



必修事項３

「教育政策の動向についての理解」

学習指導要領の改訂の動向等
ｌ 総則の趣旨の理解
次のうち１以上〔m 意欲を喚起する学習指導

n 子どもの実態を踏まえた道徳・特別活動の指導
o その他近年の状況を踏まえた内容〕

法令改正及び国の審議会の状況等
p 法令改正、国の審議会の状況等

77

必修事項４「学校の内外における連携
協力についての理解」
各種課題に対する組織的対応の在り方
次のうち１以上〔q 学校組織の一員としての

マネジメント・マインドの形成
r 保護者・地域社会との連携
s その他近年の状況を踏まえた内容〕

t 対人関係、日常的コミュニケーションの重要性

学校における危機管理上の課題
u 校内外の安全確保に関する内容
v 情報セキュリティなど近年の状況を踏まえた
内容
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学校組織マネジメントのポイント

○組織としての能力を高める【1】
明確で達成可能な目標の設定（選択と
集中）【2】
資源の開発・活用（内外資源の発掘、
個人の力量の把握、開発・連携）【3】

↑ ↓ ↑ ↓ ↑

専門性 協働性【4】
コミュニケーション【5】 ゆとり【6】
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ポイント【1】組織としての能力を高める

・職能開発研修（個人の職務能力の向上）中心

個々人が、自ら指向する内容の研修を行う

→個人の力量が上がっても学校全体の力量が上がると
は限らない

職能開発の結果≦個々の力量の総和

・組織開発研修（組織能力の向上）へのシフト

組織全体での力量の向上を目指す

組織開発の結果＞個々の力量の総和
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ポイント【2】明確で達成可能な目標の設定

○向上目標から達成目標へ

・ニーズの把握 → ミッション設定

・現状把握 → 理想との差が問題状況

・資源の把握 → 差を埋める手立て

○選択と集中

・すべてのことを、どこまでも、はできない

・いつまでに、何を、どこまで、どうやって
行うか
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ポイント【3】資源の開発・活用

・学校外にある多様な資源の発見・開発

・学校内の個人の力量の把握・開発

資源の組み合わせ・連携 一般解ではなく最適解

☆ 改革志向：プラスをのばす
⇒ 特色ある学校づくり

△ 改善志向：マイナスをなくす

⇒【促進要因の強化と阻害要因の除去】
12



更新講習アンケートより
学校の一職員として、組織の
一員として、何ができるのか
を考えるいい機会となった。
自分一人だけがよくなるので
はなく、組織そのものがより
よくなるために自分ができる
ことはまだまだたくさんある
と感じた。

組織マネジメントのポイント
から課題解決の具体的な方法
を知ることができたことは有
意義だった。多忙な業務を見
直していく方向性が見え今後
の活力につながる。

組織マネージメントもやりたい
ことしか言わない管理職や、何
でも書類を出せという教頭とか
、そういう問題だと考える。も
っと教員の仕事がうまくいくよ
うに研究・政策提言するのが、
教育学部の研究者であって、お
金をとって教員を疲れさせるこ
とが教育学部の研究者のやるこ
とではない。

免許更新が義務づけられていな
い管理職こそが教諭の適・不適
を判断し、更新・研修させれば
いい。10年等の悉皆経験者研修
が更新講習としてふさわしい。
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１．新潟県の例 （１）多忙化解消アクションプラン

「子どもと向き合う時間の確保」のために

①校務分掌の精選・重点化

②会議の精選

③教職員打ち合わせの精選

④授業案の簡素化

⑤会計・成績処理のＩＴ化

⑥部活動の休止日は週１回以上

⑦勤務時間の管理
⑧ノー会議・ノー超勤ウイーク（デー）の実施

⑨職員室の心和む雰囲気づくり

⑩ＰＤＣＡサイクルによる改善
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１．新潟県の例 （２）「標準的職務」通知

「事務主幹」職を平成18 年度に設置したことに続き
、平成25 年度から「総括事務主幹」職を設置する。
新しい職が設置される背景として、学校事務職員に
は、各校の自主性・自律性を高めることや地域との
連携を推進すること、学校組織マネジメントを展開
する高度な経営能力が求められている。このような
制度改正の趣旨を生かすため、新たに求められてい
る領域・業務を加えて学校事務を整理し、学校事務
職員の役割を見直すこととした。

（平成20 年度から学校事務共同実施がはじまった。
原則として事務主幹が市町村において共同実施グル
ープ長に指定され、共同実施経営を担っている。）
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標準的職務通知 ３学校事務職員の役割
（１）総括事務主幹及び事務主幹は、本務校及び共同

実施グループにおいて、校長の監督を受け、事務職員
その他の教職員が行う事務を総括し、その他事務をつ
かさどる者である。本務校及び兼職発令校において、
教頭とともに校長を支えながら、校長とともに学校経
営に責任をもつ。・・・

（２）主査及び主任は、校長の監督を受け、事務をつ

かさどる者である。主査は、標準的職務に関して、本
務校及び共同実施グループにおいて特に高度な事務を
つかさどるとともに、共同実施グループでは共同実施
グループ長の補助業務を行う。ただし、事務主幹の配
置がない場合は共同実施グループ長となる。・・・

（３）主事は、校長の監督を受け、事務に従事する者
である。
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（主事、主任、主査の職務）つづき

19

20



21

６運用上の留意点

・学校運営は、学校の規模及び地域の実情等に応じ校長の指導と監督の下

、教職員の役割分担と連携協力によって行われているものである。よっ
て校長は、他の教職員との役割分担を明確にしつつ、学校事務職員の専
門性が十分発揮されるよう留意すること。

・学校事務職員の専門能力の活用とその育成向上を図るため、経験年数や

学校事務共同実施の活動状況等を考慮して、標準的職務に関与させるこ
と。

・学校組織マネジメント推進の趣旨を踏まえて、兼職発令の出されている

総括事務主幹及び事務主幹に対しても、自校の学校経営企画に参画させ
ること。

・校長は、調和のとれた学校運営が行なわれるためにふさわしい校務分掌

の仕組みを整えるものとする。『校務分掌の仕組みを整える』とは、学
校において全教職員の校務を分担する組織を有機的に編成し、その組織
が有効に作用するよう整備することであるとされているので、新しい時
代の学校づくりをすすめるために、以上のことに留意し、別紙を参考に
校務分掌組織図に共同実施組織及びその業務と学校事務職員の標準的職
務を明記することが望ましい。また、兼職・兼務が発令されている者に
ついても明記すること。22



２．学校内での要請

•職務の多忙化・高度化
•職階の複層化
•教員年齢構成の変則化
⇒組織マネジメント推進

協働性←コミュニケーション←ゆとり
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３．学校外からの要請（１）
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年度 2000年度 2005年度 2010年度
市区町村数（指
数）

3,252（100） 2,400（73.8） 1,750（53.8）

平均校数：小／中 7.4／3.4 9.6／4.6 12.6／6.2

小学校数（指数） 24,106（100） 23,123（95.9） 22,000（91.3）

1校平均人数:児童/
教員

305.6／16.9 311.3／18.0 317.9／19.1

児童数（指数） 7,366,079(100) 7,197,458（97.7） 6,993,376（94.9）

本務教員数（指
数）

407,598（100） 416,833（102.3） 419,776（103.0）

単式学級数（指
数）

246,539（100） 245,910（99.7） 241,279（97.9）

中学校数（指数） 11,209（100） 11,035（98.4） 10,815（96.5）

1校平均人数:生徒/
教員

366.1／23.0 328.6／22.5 329.0／23.2

生徒数（指数） 4,103,717（100） 3,626,415（88.4） 3,558,166（86.7）

本務教員数（指
数）

257,605（100） 248,694（96.5） 250,899（97.4）

単式学級数（指
数）

118,162（100） 107,649（91.1） 107,225（90.7）
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３．学校外からの要請（２）

コミュニティ・スクールの進展と学校支援
地域本部（小中一貫教育の拡大を含む中学
校区でのまとまり）

土曜授業・土曜学習

家庭教育支援（社会全体で子どもをはぐく
む運動、生涯学習社会の実現）

施設の複合化・多機能化・・・

防災教育

⇒ 地域の拠点としての学校

地域とともにある学校づくり
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おわりに
「事務の見えざる手」の「見える化」

職階の重層化→職務の高度化→「総務」化

それでも「雑務」「庶務」はある？

• 他の教職員が働きやすいように支援する

→感謝と同僚性の構築 →見える支援への慣れ・見
えざる手による支援への無理解

→同僚性の低減、職務全体像の非把握

⇒「見える化」により事務の意味を教職員全体が共
有する。

「黒子」であってもあこがれの職業に
26



「問題」と「問題解決」校内の意識統一
「問題」とは、目標と現状
との差

目 標
●あるべき姿

●望ましい状態
●期待される結果
●守るべき基準

↑
差（ギャップ）＝ 問題

↓

現 状

「問題解決」とは、目標と現
状の差を解消すること。

現状を目標のレベルに引き上
げること。

↑差の解消・

現状の引き上げ

＝問題解決（目標への接近）

＜組織マネジメント＞

⇒ 課題化
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学校事務の可能性

スライド25：単一の学校経営事務⇒地域教育経営事務局へ

研修や職務による個人の力量の伸長

学校マネジメントの推進による学校全体での力量の
向上

事務共同実施等による地域全体での教育力の向上

ネットワークを広げる

今日もネットワークを広げましたか？ 再見！
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